




令和６年 人事院勧告の概要（R6.8.8勧告）

➢ 【月例給】官民較差： 11,183円（2.76％）を用いて引き上げ改定

採用市場での競争力向上のため、初任給を大幅に引上げ
【総合職(大卒)】230,000円（＋14.6％[＋29,300円]） 【一般職（大卒）】220,000円（＋12.1％[＋23,800円]）
【一般職（高卒）】188,000円（＋12.8％[＋21,400円]）
若年層（おおむね３０歳台後半まで）に特に重点を置きつつ、全ての職員を対象に全俸給表を引上げ改定

参考 ： 給料表５級～７級は平均１．２％の増額改定となっている

➢ 【ボーナス】 0.10月分（年間4.50 月分→ 4.60 月分） 民間の支給状況に見合うよう引き上げ

市長、副市長、教育長、議員については、年間3.40月分→3.45月分）となる予定
（特別職については、国の指定職を参考に改定しているため）

資料 10

民間給与の状況を反映して、約30年ぶりとなる高水準のベースアップ

※ 注意 鹿島市職員の給与は、佐賀県人事委員会勧告をもとに改定を行っているため、今回の人事院勧告のと
おり引き上げる訳ではない。

※ 過去の鹿島市職員の平均給料月額の推移は、第１回目配布資料 資料１ ｐ６参照



D案 （8/28　追加）

市 長 副 市 長 教 育 長 議 長 副 議 長 議 員

給料月額 786,000 635,000 596,000 420,000 354,000 334,000

年額 9,432,000 7,620,000 7,152,000 5,040,000 4,248,000 4,008,000

12,505,260 10,102,850 9,482,360 6,682,200 5,632,140 5,313,940

給料月額 808,000 653,000 612,000 432,000 364,000 344,000

年額 9,696,000 7,836,000 7,344,000 5,184,000 4,368,000 4,128,000

12,901,740 10,426,778 9,772,110 6,897,960 5,812,170 5,492,820

396,480 323,928 289,750 215,760 180,030 178,880

2.80% 2.83% 2.68% 2.86% 2.82% 2.99%

22,000 18,000 16,000 12,000 10,000 10,000

※ 増額合計はボーナスを3.45月（現行より0.05月分増）に改定した場合の額。現行の3.40月として比較すると3,480千円増
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月額報酬としての増額割合

増額合計（※） 3,910,268

月額報酬の現行額との比較

議員報酬は約３％引上げ・市長等の給料は同程度の引上げ＋政務活動費の創設（附帯意見）

3％の根拠 議員報酬額と同程度の職員給における、令和４年度人勧後と令和６年度人勧後を比較すると3％引き上げとなっている。

【意図】

・議長、副議長、議員の報酬については、物価高騰に関する分として、近年の職員給の改定状況を参考に報酬引き上げでの対応とし、同程度の

率で他の特別職の給料を引上げ

・議員報酬の引上げの議論の中で、議員活動が見えないという意見もあり物価高騰相当以上の引上げは見送りとする。この点に関しては議会へ

対し個々の議員活動の「見える化」を提言し、あわせて議会活動の効率化の検討を促す。 参考意見①②③④⑤⑥⑦⑧


